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病児保育事業の実施について 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり「病児保育事業実施要綱」を定め、平

成２７年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 ついては、管内市町村（特別区を含む。）に対して周知をお願いするとともに、

本事業の適正かつ円滑な実施に期されたい。 

 なお、本通知の施行に伴い、平成 20 年６月９日雇児発第 0609001 号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知「保育対策等促進事業の実施について」は、平

成 27 年３月 31 日限りで廃止する。 

  



 
 

別紙 

 

病児保育事業実施要綱 

 

１ 事業の目的 

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育 

が困難な場合がある。 

こうした保育需要に対応するため、病院・保育所等において病気の児童を 

一時的に保育するほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応並びに 

病気の児童の自宅に訪問するとともに、その安全性、安定性、効率性等につ 

いて検証等を行うことで、安心して子育てができる環境を整備し、もって児 

童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。）とする。 

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 

３ 事業の内容 

保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働もしくは疾病その他の事由 

により家庭において保育を受けることが困難となった小学校に就学している 

児童であって、疾病にかかっているものについて、保育所、認定こども園、 

病院、診療所、その他の場所において、保育を行う事業。 

 

４ 事業類型 

  本事業の対象となる事業類型は、次に掲げるものとする。 

（１）病児対応型 

児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ、当面の症状の急 

変が認められない場合において、当該児童を病院・診療所、保育所等に付 

設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育する事 

業。 

（２）病後児対応型 

児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間において、 

当該児童を病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業 

のための専用施設で一時的に保育する事業。 

（３）体調不良児対応型 

児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合において、安 



 
 

心かつ安全な体制を確保することで、保育所等における緊急的な対応を図 

る事業及び保育所等に通所する児童に対して保健的な対応等を図る事業。 

（４）非施設型（訪問型） 

児童が「回復期に至らない場合」又は、「回復期」であり、かつ、集団保 

育が困難な期間において、当該児童の自宅において一時的に保育する事業。 

 

５ 対象児童 

  本事業の対象となる児童は、次のとおりとする。 

（１）病児対応型 

当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至っていないことか 

ら、集団保育が困難であり、かつ、保護者の勤務等の都合により家庭で保 

育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と認めた乳児・幼児又 

は小学校に就学している児童（以下「病児」という。）。 

（２）病後児対応型 

病気の回復期であり、集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務等の都合 

により家庭で保育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と認め 

た乳児・幼児又は小学校に就学している児童（以下「病後児」という。）。 

（３）体調不良児対応型 

事業実施保育所等に通所しており、保育中に微熱を出すなど体調不良と 

なった児童であって、保護者が迎えに来るまでの間、緊急的な対応を必要 

とする児童（以下「体調不良児」という。）。 

（４）非施設型（訪問型） 

   病児及び病後児とする。 

 

６ 実施要件 

（１）病児対応型 

① 実施場所 

病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のため 

の専用施設であって、次のア～ウの基準を満たし、市町村が適当と認め 

たものとする。 

ア 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室を有 

すること。 

イ 調理室を有すること。なお、病児保育専用の調理室を設けることが 

望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えないこと。 

ウ 事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した場 

所とすること。 



 
 

② 職員の配置 

病児の看護を担当する看護師、准看護師、保健師又は助産師（以下「看 

護師等」という。）を利用児童おおむね１０人につき１名以上配置すると 

ともに、病児が安心して過ごせる環境を整えるために、保育士を利用児 

童おおむね３人につき１名以上配置すること。 

③ その他 

ア 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで 

きない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。 

イ 本事業を担当する職員は、利用の少ない日等において、感染症流行 

状況、予防策等の情報提供や巡回支援等を適宜実施すること。 

（２）病後児対応型 

① 実施場所 

病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のため 

の専用施設であって、次のア～ウの基準を満たし、市町村が適当と認め 

たものとする。 

ア 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室を有 

すること。 

イ 調理室を有すること。なお、病後児保育専用の調理室を設けること 

が望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えないこと。 

ウ 事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した場 

所とすること。 

② 職員の配置 

病後児の看護を担当する看護師等を利用児童おおむね１０人につき１ 

名以上配置するとともに、病後児が安心して過ごせる環境を整えるため 

に、保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。 

③ その他 

ア 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで 

きない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。 

イ 本事業を担当する職員は、利用の少ない日等において、感染症流行 

状況、予防策等の情報提供や巡回支援等を適宜実施すること。 

（３）体調不良児対応型 

① 実施場所 

保育所又は医務室が設けられている認定こども園、小規模保育事業所、 

事業所内保育事業所の医務室、余裕スペース等で、衛生面に配慮されて 

おり、対象児童の安静が確保されている場所とすること。 

② 職員の配置 



 
 

看護師等を１名以上配置し、預かる体調不良児の人数は、看護師等１ 

名に対して２名程度とすること。 

③ 本事業を担当する看護師等は、実施保育所等における児童全体の健康 

管理・衛生管理等の保健的な対応を日常的に行うこと。 

④ 本事業を担当する看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦等に対する 

相談支援を地域のニーズに応じて定期的に実施すること。 

（４）非施設型（訪問型） 

① 実施場所 

利用児童の居宅とする。 

② 職員の配置 

 次のア～ウを満たすこと。 

ア 病児（病後児）の看護を担当する一定の研修を修了した看護師等、 

保育士、研修により市町村長が認めた者（以下「家庭的保育者」と 

いう。）のいずれか１名以上配置すること。 

イ アに定める職員を配置する場合は、「職員の資質向上・人材確保 

等研修事業の実施について」（平成 27 年５月 21 日雇児発 0521 第 19 

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添６に定める研修 

を修了した者とする。なお、平成 32 年３月 31 日までの間に、別紙 

１に掲げる研修（市町村等が実施する他の研修会が別紙１の内容を 

満たす場合には、その研修等の修了をもって代えることも差し支え 

ない）を修了した者についても配置できることとする。 

ウ 預かる病児（病後児）の人数は、一定の研修を修了した看護師等、 

保育士、家庭的保育者いずれか１名に対して、１名程度とする。 

③ その他 

集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで 

きない期間内で対象児童宅への訪問を行うこと。 

 

７ 実施方法 

（１）病児対応型及び病後児対応型並びに非施設型（訪問型）については、対 

象児童をかかりつけ医に受診させた後、保護者と協議のうえ、受け入れ、 

訪問の決定を行うこと。 

（２）医療機関でない施設が病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する場 

合は、保護者が児童の症状、処方内容等を記載した連絡票（別紙２様式例。 

児童を診察した医師が入院の必要性はない旨を署名したもの。）により、症 

状を確認し、受け入れ、訪問の決定を行うこと。 

（３）保育所等に登所する前からの体調不良児については、体調不良児対応型 



 
 

の事業を実施する保育所等を利用するものでなく、地域の病児対応型又は 

病後児対応型の事業を実施する施設を優先的に利用することとし、児童の 

症状に応じた適切な利用が行われるよう、地域における連携体制の確保に 

努めること。 

（４）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や安 

定性、効率性等について検証を行い、別紙３の内容により報告すること。 

（５）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や安 

定性、効率性等について検証を行う観点から、年間を通して利用が見込ま 

れるよう留意すること。 

 

８ 留意事項 

（１）医療機関との連携等 

① 市町村長は、都道府県医師会・郡市医師会等（以下「地方医師会」と 

いう。）に対し、本事業への協力要請を行うとともに、本事業を実施する 

施設（非施設型（訪問型）を含む。以下同じ）に対し医療機関との連携 

体制を十分に整えるよう指導すること。 

② 本事業を実施する施設は、緊急時に児童を受け入れてもらうための医 

療機関（以下「協力医療機関」という。）をあらかじめ選定し、事業運営 

への理解を求めるとともに、協力関係を構築すること。 

③ 医療機関でない施設が病児対応型、非施設型（訪問型）を実施する場 

合は、児童の病態の変化に的確に対応し、感染の防止を徹底するため、 

日常の医療面での指導、助言を行う医師（以下「指導医」という。）をあ 

らかじめ選定すること。 

④ 病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する場合においては、指導 

医又は協力医療機関（併設する医療機関の医師を含む。）との関係におい 

て、緊急時の対応についてあらかじめ文書により取り決めを行うこと。 

⑤ 本事業を実施するに当たっては、指導医・嘱託医と相談のうえ、一定 

の目安（対応可能な症例、開所（訪問）時間等）を作成するとともに、 

保護者に対して周知し、理解を得ること。 

（２）感染の防止 

① 体温の管理等その他健康状態を適切に把握するとともに、複数の児童 

を受け入れる場合は、他児への感染に配慮すること。 

② 手洗い等の設備を設置し、衛生面への十分な配慮を施すことで、他児 

及び職員への感染を防止すること。 

③ 体調不良児対応型を実施する場合においては、他の健康な児童が感染 

しないよう、事業実施場所と保育室・遊戯室等の間に間仕切り等を設け 



 
 

ることで、職員及び他児の往来を制限すること。 

④ 児童の受け入れに際しては、予防接種の状況を確認するとともに、必 

要に応じて予防接種するよう助言すること。 

（３）書類の整備 

この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備し 

ておくこと。 

（４）事故の報告  

保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事故の 

報告等について（平成 27 年２月 16 日付府政共生 96 号・26 初幼教第 30 号・ 

雇児保発 0216 第１号通知）」に従い、必要に応じて速やかに国へ報告する 

こと。 

 

９ 研修 

病児保育事業に従事する職員については、「職員の資質向上・人材確保等 

研修事業の実施について」の別添５に定める研修を受講し、資質の向上に努 

めること。 

 

10 保護者負担 

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。 

 

11 費用 

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助す 

るものとする。 

 



別紙１ 

 

 

研  修  科  目 時  間 

Ⅰ 児童の発達と学び（講習Ⅰ） 

（考え方） 

 ０歳から１０歳くらいまでの児童の発達に関する基本的事項を

学ぶ。具体な例を検討することを通じて、できるだけ実践的に容

易に応用することが可能な知識を学ぶ。 

９時間 

① 乳幼児期の発達 （３時間） 

② 学童期の発達 （３時間） 

③ 児童にとっての遊び （３時間） 

Ⅱ 健康管理と緊急対応（講習Ⅱ） 

（考え方） 

 ０歳から１０歳くらいまでの児童がかかりやすい病気につい

て、その特徴を学ぶ。その上で、体調不良の時、病気の時、病気

の回復期、事故を起こした場合などの際の応急措置などについて

実技指導を交えて学ぶ。さらに、健康管理という視点から見た食

生活について学ぶ。 

９時間 

① 児童の病気 （３時間） 

② 緊急時の対応と応急措置 （３時間） 

③ 児童の成長と食生活 （３時間） 

Ⅲ 病児・病後児保育における見学実習 

（考え方） 

 病児・病後児保育事業実施施設または訪問宅において、児童の

様子の観察及び看護師（保育士）がどのように児童に関わってい

るのかについて見学する。 

２日以上 

 



 
別紙２様式例 

 

 

児童の氏名 

 

平成  年  月  日 診断の結果、現時点での入院の必要性は認められません。 

診断医療機関名及び 

電話番号 

 診断医師署名 

     

         印   

 

 

症状（病名等）  

経過（検査内容等）  

治療（処方内容） 
食前・食後・（     時）・その他（         ） 

 

保育上の留意点 

安静 特に制限なし・ベット安静・その他（           ） 

食べ物 特に制限なし・絶食・その他（              ） 

薬 特になし・処方の通り・その他（             ） 

その他留意事項  

 

医師より上記の説明を受けた上で、病児保育を申し込みます。 

 

保護者名              

 

連絡事項 

保護者の勤務場所

（所在地） 

 

緊急連絡先  

（氏名・電話番号） 

（第一） 

（第二） 

お迎え予定者     

平成  年  月  日生（  歳）男・女 

関係（   ） 

関係（   ） 

電話番号  （  ） 

電話番号  （  ） 

関係（   ） 

連 絡 票 

※太枠は医師が記載し、その他は、保護者が記載すること。 



別紙３ 

 

病児・病後児保育事業（非施設型（訪問型））報告事項 

 

 １．実施方法等 

  ・事業実施主体の名称      ・選定理由 

  ・訪問対象年齢         ・訪問可能時間 

  ・利用手続           ・利用料金（１時間あたり） 

・食事の提供の有無・方法    ・職員数（職種）、雇用形態、勤務日数、勤務時間 

 

 ２．訪問対象となる疾患 

 

 ３．医療機関との連携 

 

 ４．利用児童の状況 

  ・年齢              ・年間延べ利用児童数 

  ・実利用児童数          ・平均利用頻度 

  ・平均利用時間数 

 

５．（利用児童）健常時、日中の居場所について 

 

 ６．病児・病後児保育事業利用時、主な疾病（３つまで）について 

 

 ７．利用者（保護者）からの意見 

 

 ８．研修について 

  ・実施場所            ・実施回数 

  ・日数              ・時間数 

  ・参加者数            ・修了者数（うち従事者数） 

 

 ９．収支報告について 

 

 10．検証結果（実施施設側記載） 

 

 11．検証結果（市町村担当課記載） 

   事業実施により得られた情報を基に、実施市町村による事業評価を報告 

 

 12．その他特記事項 

 

※「保育対策等促進事業費の国庫補助について」（平成２０年６月９日厚生労働省発雇児第 0609001

号厚生労働事務次官通知）別表３病児・病後児保育事業（非施設型（訪問型））報告書に定める様

式にて報告すること。 



1

平成２７年度病児保育事業実施要綱新旧対照表
改正後 改正前

病児保育事業実施要綱

１ 事業の目的

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育

が困難な場合がある。

こうした保育需要に対応するため、病院・保育所等において病気の児童を

一時的に保育するほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応並びに

病気の児童の自宅に訪問するとともに、その安全性、安定性、効率性等につ

いて検証等を行うことで、安心して子育てができる環境を整備し、もって児

童の福祉の向上を図ることを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。）とす

る。

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。

３ 事業の内容

保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働もしくは疾病その他の事由

により家庭において保育を受けることが困難となった小学校に就学している

児童であって、疾病にかかっているものについて、保育所、認定こども園、

病児・病後児保育事業実施要綱

１ 事業の目的

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育

が困難な場合がある。

こうした保育需要に対応するため、病院・保育所等において病気の児童を

一時的に保育するほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応並びに

病気の児童の自宅に訪問するとともに、その安全性、安定性、効率性等につ

いて検証等を行うことで、安心して子育てができる環境を整備し、もって児

童の福祉の向上を図ることを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は市町村が適切と認

めた者とする。ただし、３（３）体調不良児対応型における実施主体は、市

町村又は保育所を経営する者とする。

（参考）
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病院、診療所、その他の場所において、保育を行う事業。

４ 事業類型

本事業の対象となる事業類型は、次に掲げるものとする。

（１）病児対応型

児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ、当面の症状の

急変が認められない場合において、当該児童を病院・診療所、保育所等

に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育

する事業。

（２）病後児対応型

児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間におい

て、当該児童を病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は

本事業のための専用施設で一時的に保育する事業。

（３）体調不良児対応型

児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合において、

安心かつ安全な体制を確保することで、保育所等における緊急的な対応

を図る事業及び保育所等に通所する児童に対して保健的な対応等を図る

事業。

（４）非施設型（訪問型）

児童が「回復期に至らない場合」又は、「回復期」であり、かつ、集

団保育が困難な期間において、当該児童の自宅において一時的に保育す

る事業。

３ 事業類型

本事業の対象となる事業類型は、次に掲げるものとする。

（１）病児対応型

児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ、当面の症状の

急変が認められない場合において、当該児童を病院・診療所、保育所等

に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育

する事業。

（２）病後児対応型

児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間におい

て、当該児童を病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は

本事業のための専用施設で一時的に保育する事業。

（３）体調不良児対応型

児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合において、

安心かつ安全な体制を確保することで、保育所における緊急的な対応を

図る事業及び保育所に通所する児童に対して保健的な対応等を図る事

業。

（４）非施設型（訪問型）

児童が「回復期に至らない場合」又は、「回復期」であり、かつ、集

団保育が困難な期間において、当該児童の自宅において一時的に保育す

る事業。
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５ 対象児童

本事業の対象となる児童は、次のとおりとする。

（１）病児対応型

当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至っていないこと

から、集団保育が困難であり、かつ、保護者の勤務等の都合により家庭

で保育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と認めた乳児・

幼児又は小学校に就学している児童（以下「病児」という。）

（２）病後児対応型

病気の回復期であり、集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務等の都

合により家庭で保育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と

認めた乳児・幼児又は小学校に就学している児童（以下「病後児」とい

う。）

（３）体調不良児対応型

事業実施保育所等に通所しており、保育中に微熱を出すなど体調不良

となった児童であって、保護者が迎えに来るまでの間、緊急的な対応を

必要とする児童（以下「体調不良児」という。）

（４）非施設型（訪問型）

病児及び病後児とする。

６ 実施要件

（１）病児対応型

４ 対象児童

本事業の対象となる児童は、次のとおりとする。

（１）病児対応型

当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至っていないこと

から、集団保育が困難であり、かつ保護者の勤務等の都合により家庭で

保育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と認めたおおむね

１０歳未満の児童（以下「病児」という。）

（２）病後児対応型

病気の回復期であり、集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務等の都

合により家庭で保育を行うことが困難な児童であって、市町村が必要と

認めたおおむね１０歳未満の児童（以下「病後児」という。）

（３）体調不良児対応型

事業実施保育所に通所しており、保育中に微熱を出すなど体調不良と

なった児童であって、保護者が迎えに来るまでの間、緊急的な対応を必

要とする児童（以下「体調不良児」という。）

（４）非施設型（訪問型）

病児及び病後児とする。

５ 実施要件

（１）病児対応型
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① 実施場所

病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のた

めの専用施設であって、次のア～ウの基準を満たし、市町村が適当と

認めたものとする。

ア 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室を

有すること。

イ 調理室を有すること。なお、病児保育専用の調理室を設けること

が望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えないこと。

ウ 事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した

場所とすること。

② 職員の配置

病児の看護を担当する看護師、准看護師、保健師又は助産師（以下

「看護師等」という。）を利用児童おおむね１０人につき１名以上配

置するとともに、病児が安心して過ごせる環境を整えるために、保育

士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。

③ その他

ア 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことが

できない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。

① 病児の看護を担当する看護師、准看護師、保健師又は助産師（以下

「看護師等」という。）を利用児童おおむね１０人につき１名以上配

置するとともに、病児が安心して過ごせる環境を整えるために、保育

士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。

② 本事業の実施場所は、病院・診療所、保育所等に付設された専用ス

ペース又は本事業のための専用施設であって、次の（ア）～（ウ）の

基準を満たし、市町村が適当と認めたものとする。

（ア）保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室

を有すること。

（イ）調理室を有すること。なお、病児保育専用の調理室を設けるこ

とが望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えない

こと。

（ウ）事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適し

た場所とすること。

③ 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで

きない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。
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イ 本事業を担当する職員は、利用の少ない日等において、感染症流

行状況、予防策等の情報提供や巡回支援等を適宜実施すること。

（２） 病後児対応型

① 実施場所

病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のた

めの専用施設であって、次のア～ウの基準を満たし、市町村が適当と

認めたものとする。

ア 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室を

有すること。

イ 調理室を有すること。なお、病後児保育専用の調理室を設けるこ

とが望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えないこ

と。

ウ 事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した

場所とすること。

② 職員の配置

病後児の看護を担当する看護師等を利用児童おおむね１０人につき

１名以上配置するとともに、病後児が安心して過ごせる環境を整える

ために、保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。

③ その他

ア 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことが

（２）病後児対応型

① 病後児の看護を担当する看護師等を利用児童おおむね１０人につき

１名以上配置するとともに、病後児が安心して過ごせる環境を整える

ために、保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。

本事業の実施場所は、病院・診療所、保育所等に付設された専用ス

ペース又は本事業のための専用施設であって、次の（ア）～（ウ）の

基準を満たし、市町村が適当と認めたものとする。

（ア）保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室

を有すること。

（イ）調理室を有すること。なお、病後児保育専用の調理室を設けるこ

とが望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えないこ

と。

（ウ）事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した

場所とすること。

② 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで
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できない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。

イ 本事業を担当する職員は、利用の少ない日等において、感染症流

行状況、予防策等の情報提供や巡回支援等を適宜実施すること。

（３）体調不良児対応型

① 実施場所

保育所又は医務室が設けられている認定こども園、小規模保育事業

所、事業所内保育事業所の医務室、余裕スペース等で、衛生面に配慮

されており、対象児童の安静が確保されている場所とすること。

きない期間内で対象児童の受け入れを行うこと。

（３）体調不良児対応型

① 看護師等の配置については、次の（ア）又は（イ）を満たすこと。

（ア）保育所に看護師等を常時２名以上配置し、うち１名以上を体調不

良児の看護を担当する看護師等とすること。

（イ）体調不良児の看護を担当する看護師等を常時１名以上配置、かつ、

次のａ～ｄのいずれかの要件を満たすこと。

ａ 本通知別添６「延長保育促進事業」（以下、「延長保育促進事

業」という。）の定義に基づき２時間以上の延長保育を実施して

いる保育所であること。公立保育所にあっては、延長保育促進事

業と同等の要件にて、２時間以上の延長保育を実施している保育

所であって、市町村が適当と認める保育所であること。

ｂ 本通知別添２「夜間保育推進事業」の実施要件を具備する保育

所であること。

ｃ 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第１４３号）

第１３条の２第１項の規定による特地勤務手当の支給を受けてい

る官署（人事院規則９－５５別表）から半径４キロメートル以内

に所在する保育所であること。

ｄ 本事業（平成１９年度にあっては、自園型）を平成１９年度よ

り実施している保育所であること。
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② 職員の配置

看護師等を１名以上配置し、預かる体調不良児の人数は、看護師等

１名に対して２名程度とすること。

③ 本事業を担当する看護師等は、実施保育所等における児童全体の健

康管理・衛生管理等の保健的な対応を日常的に行うこと。

④ 本事業を担当する看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦等に対す

る相談支援を地域のニーズに応じて定期的に実施すること。

（４）非施設型（訪問型）

① 実施場所

利用児童の居宅とする。

② 職員の配置

次のア～ウを満たすこと。

ア 病児（病後児）の看護を担当する一定の研修を修了した看護師等、

保育士、研修により市町村長が認めた者（以下「家庭的保育者」と

いう。）のいずれか１名以上配置すること。

イ アに定める職員を配置する場合は、「職員の資質向上・人材確保

等研修事業の実施について」（平成 27 年５月 21 日雇児発 0521 第

19 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添６に定める研

修を修了した者とする。なお、平成 32 年３月 31 日までの間に、別

紙１に掲げる研修（市町村等が実施する他の研修会が別紙１の内容

② 預かる体調不良児の人数は、看護師等１名に対して２名程度とする

こと。

③ 本事業の実施場所は、保育所の医務室、余裕スペース等で、衛生面

に配慮されており、対象児童の安静が確保されている場所とすること。

④ 本事業を担当する看護師等は、実施保育所における児童全体の健康

管理・衛生管理等の保健的な対応を日常的に行うこと。

⑤ 本事業を担当する看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦等に対す

る相談支援を地域のニーズに応じて定期的に実施すること。

（４）非施設型（訪問型）

① 病児（病後児）の看護を担当する一定の研修を修了した看護師等、

保育士、研修により市町村長が認めた者（以下「家庭的保育者」とい

う。）のいずれか１名以上配置すること。

② ①に定める職員を配置する場合は、市町村等が実施する研修を受講

・修了することを要件とする。なお、研修内容については概ね別紙１

に掲げる研修科目、時間以上であることとし、市町村等が実施する他

の研修会が別紙１の内容を満たす場合には、その研修等の修了をもっ

て代えることも差し支えない。
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を満たす場合には、その研修等の修了をもって代えることも差し支

えない）を修了した者についても配置できることとする。

ウ 預かる病児（病後児）の人数は、一定の研修を修了した看護師等、

保育士、家庭的保育者いずれか１名に対して、１名程度とする。

③ その他

集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで

きない期間内で対象児童宅への訪問を行うこと。

７ 実施方法

（１）病児対応型及び病後児対応型並びに非施設型（訪問型）については、

対象児童をかかりつけ医に受診させた後、保護者と協議のうえ、受け入

れ、訪問の決定を行うこと。

（２）医療機関でない施設が病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する

場合は、保護者が児童の症状、処方内容等を記載した連絡票（別紙２様

式例。児童を診察した医師が入院の必要性はない旨を署名したもの。）

により、症状を確認し、受け入れ、訪問の決定を行うこと。

（３）保育所等に登所する前からの体調不良児については、体調不良児対応

型の事業を実施する保育所等を利用するものでなく、地域の病児対応型

又は病後児対応型の事業を実施する施設を優先的に利用することとし、

児童の症状に応じた適切な利用が行われるよう、地域における連携体制

の確保に努めること。

（４）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や

③ 預かる病児（病後児）の人数は、一定の研修を修了した看護師等、

保育士、家庭的保育者いずれか１名に対して、１名程度とする。

④ 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことがで

きない期間内で対象児童宅への訪問を行うこと。

６ 実施方法

（１）病児対応型及び病後児対応型並びに非施設型（訪問型）については、

対象児童をかかりつけ医に受診させた後、保護者と協議のうえ、受け

入れ、訪問の決定を行うこと。

（２）医療機関でない施設が病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する

場合は、保護者が児童の症状、処方内容等を記載した連絡票（別紙２様

式例。児童を診察した医師が入院の必要性はない旨を署名したもの。）

により、症状を確認し、受け入れ、訪問の決定を行うこと。

（３）保育所に登所する前からの体調不良児については、体調不良児対応型

の事業を実施する保育所を利用するものでなく、地域の病児対応型又は

病後児対応型の事業を実施する施設を優先的に利用することとし、児童

の症状に応じた適切な利用が行われるよう、地域における連携体制の確

保に努めること。

（４）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や
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安定性、効率性等について検証を行い、別紙３の内容により報告するこ

と。

（５）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や

安定性、効率性等について検証を行う観点から、年間を通して利用が見

込まれるよう留意すること。

８ 留意事項

（１）医療機関との連携等

① 市町村長は、都道府県医師会・郡市医師会等（以下「地方医師会」

という。）に対し、本事業への協力要請を行うとともに、本事業を実

施する施設（非施設型（訪問型）を含む。以下同じ）に対し医療機関

との連携体制を十分に整えるよう指導すること。

② 本事業を実施する施設は、緊急時に児童を受け入れてもらうための

医療機関（以下「協力医療機関」という。）をあらかじめ選定し、事

業運営への理解を求めるとともに、協力関係を構築すること。

③ 医療機関でない施設が病児対応型、非施設型（訪問型）を実施する

場合は、児童の病態の変化に的確に対応し、感染の防止を徹底するた

め、日常の医療面での指導、助言を行う医師（以下「指導医」という。）

をあらかじめ選定すること。

④ 病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する場合においては、指

導医又は協力医療機関（併設する医療機関の医師を含む。）との関係

において、緊急時の対応についてあらかじめ文書により取り決めを行

安定性、効率性等について検証を行い、別紙３の内容により報告するこ

と。

（５）非施設型（訪問型）を実施する場合には、市町村は本事業の安全性や

安定性、効率性等について検証を行う観点から、年間を通して利用が見

込まれるよう留意すること。

７ 留意事項

（１）医療機関との連携等

① 市町村長は、都道府県医師会・郡市医師会等（以下「地方医師会」

という。）に対し、本事業への協力要請を行うとともに、本事業を実

施する施設（非施設型（訪問型）を含む。以下同じ）に対し医療機関

との連携体制を十分に整えるよう指導すること。

② 本事業を実施する施設は、緊急時に児童を受け入れてもらうための

医療機関（以下「協力医療機関」という。）をあらかじめ選定し、事

業運営への理解を求めるとともに、協力関係を構築すること。

③ 医療機関でない施設が病児対応型、非施設型（訪問型）を実施する

場合は、児童の病態の変化に的確に対応し、感染の防止を徹底するた

め、日常の医療面での指導、助言を行う医師（以下「指導医」という。）

をあらかじめ選定すること。

④ 病児対応型及び非施設型（訪問型）を実施する場合においては、指

導医又は協力医療機関（併設する医療機関の医師を含む。）との関係

において、緊急時の対応についてあらかじめ文書により取り決めを行
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うこと。

⑤ 本事業を実施するに当たっては、指導医・嘱託医と相談のうえ、一

定の目安（対応可能な症例、開所（訪問）時間等）を作成するととも

に、保護者に対して周知し、理解を得ること。

（２）感染の防止

① 体温の管理等その他健康状態を適切に把握するとともに、複数の児

童を受け入れる場合は、他児への感染に配慮すること。

② 手洗い等の設備を設置し、衛生面への十分な配慮を施すことで、他

児及び職員への感染を防止すること。

③ 体調不良児対応型を実施する場合においては、他の健康な児童が感

染しないよう、事業実施場所と保育室・遊戯室等の間に間仕切り等を

設けることで、職員及び他児の往来を制限すること。

④ 児童の受け入れに際しては、予防接種の状況を確認するとともに、

必要に応じて予防接種するよう助言すること。

（３）書類の整備

この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備

しておくこと。

（４）事故の報告

保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事

故の報告等について」（平成 27 年２月 16 日付府政共生 96 号・26 初幼

教第 30 号・雇児保発 0216 第１号通知）に従い、必要に応じて速やかに

国へ報告すること。

うこと。

⑤ 本事業を実施するに当たっては、指導医・嘱託医と相談のうえ、一

定の目安（対応可能な症例、開所（訪問）時間等）を作成するととも

に、保護者に対して周知し、理解を得ること。

（２）感染の防止

① 体温の管理等その他健康状態を適切に把握するとともに、複数の児

童を受け入れる場合は、他児への感染に配慮すること。

② 手洗い等の設備を設置し、衛生面への十分な配慮を施すことで、他

児及び職員への感染を防止すること。

③ 体調不良児対応型を実施する場合においては、他の健康な児童が感

染しないよう、事業実施場所と保育室・遊戯室等の間に間仕切り等を

設けることで、職員及び他児の往来を制限すること。

④ 児童の受け入れに際しては、予防接種の状況を確認するとともに、

必要に応じて予防接種するよう助言すること。
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９ 研修

病児保育事業に従事する職員については、「職員の資質向上・人材確保

等研修事業の実施について」の別添５に定める研修を受講し、資質の向上

に努めること。

10 保護者負担

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。

11 費用

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助

するものとする。

８ 事業の実施手続

（１）市町村の長（指定都市及び中核市の市長を除く。）及び特別区の長は、

毎年度、事業を実施するに当たっては、実施保育所等について都道府県

知事に十分協議すること。

（２）この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備

しておくこと。

９ 費用

（１）国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとする。

① 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補助す

る事業

② 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業

（２）本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者負担とすることが
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別紙１ （略）

別紙２様式例 （略）

別紙３ （略）

できる。

別紙１ （略）

別紙２様式例 （略）

別紙３ （略）
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